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(9)駐車場（規則別表２ １ 建築物の表６の項） 

障がい者や高齢者等にとって、自動車は日常生活における外出手段の中でも最も便利なものである。した
がって、どの建築物にも車いす使用者が利用できる駐車場を整備することが望ましい。 

整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 
(1)車いす使用者用

駐車施設の設置 
 

(1) 多数の者が利用し、又は主に障が
い者、高齢者等が利用する駐車場を
設ける場合には、そのうち 1 以上
に、車いす使用者用駐車施設を 1 以
上（全駐車施設数が 100 を超える
場合は、施設総数の 1/100 以上）
設けること。 

 ・全駐車施設数 200 台以
下の場合 
⇒ 全駐車台数 

×1/50 以上 
・全駐車施設数 200 台超

過の場合 
⇒ 全駐車台数 

×1/100＋2 以上 
(2)車いす使用者用

駐車施設の構造 
(2) (1)の車いす使用者用駐車施設は、

次の構造とする。 
  

幅・奥行き ア 幅は 350cm 以上、奥行きは
600cm 以上とすること。 

「幅 350cm」とは、自動車
のドアを全開にした状態で、
車いすから自動車へ容易に乗
降できる幅で、普通車用駐車
スペース(210cm)に車いすが
転回でき、介護者が横に付き
添えるスペース(140cm)を見
込んだものである。 

「奥行き 600cm とは、通
常の駐車スペースの奥行き
(500cm)に若干の余裕を見込
んだものである。 

 

   ・(1)以外に、幅の広 
い区画を必要としない 
高齢者、障がい者、妊 
産婦などが優先的に利 
用できる、3.5m 未満 
の幅の駐車区画を施設
の出入口近くに設け
る。 

表示 イ 車いす使用者用駐車施設又は
その付近に、当該駐車施設が車
いす使用者用駐車施設である旨
を積雪等に配慮して見やすい方
法により表示すること。ただ
し、共同住宅に設ける駐車施設
を除く。 

 他者の不適正利用を防止す
るため、車いす使用者用駐車
施設と一般用駐車場とを区別
するためのものである。 

表示の取扱いを以下のとお
りとする。 
・表示は（境界）枠線、シンボ
ルマークで構成されるものとす
る。 
・塗装は青色の地に白色の枠
線・シンボルマークが望ましい
が、単に白色の枠線・シンボル
マークでも可とする。 
・斜線で示される乗降位置の表
示は任意とする。 
（車いす使用者専用駐車施設の 
区分が示されていることを前提 
として）床面の素材は問わない
ものとする。 

なお、共同住宅について整備
を免除しているのは、共同住宅
の駐車場は主に入居者のもので
あり、表示がなくても車いす使
用者用駐車施設が判別できると
いう考えからである。 
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整備項目 整備基準 解説 望ましい整備 
  積雪等への配慮とは、屋

根・ひさし又はロードヒーテ
ィングなどの消融雪装置を設
けることである。 

 

位置 ウ 利用円滑化経路の⾧さができ
るだけ短くなる位置に設けるこ
と。 

  ・立体駐車場や地下駐車
場では、エレベーター
付近に設置する。 

(3)誘導表示 (3) 車いす使用者用駐車施設を設ける場
合（共同住宅に設ける場合を除く。）
には、道路から駐車場へ通ずる出入口
付近に車いす使用者用駐車施設がある
旨を積雪等に配慮して見やすい方法に
より表示し、かつ、道路から駐車場へ
通ずる出入口から車いす使用者用駐車
施設までの経路について誘導のための
表示を行うこと。 

共同住宅について整備を免
除しているのは、共同住宅の
駐車場は主に入居者のもので
あり、誘導がなくても車いす
使用車用駐車施設まで到達で
きるという考えからである。 
 

 

 
■車いす使用者用駐車施設 
■車いす使用者駐車施設の整備例 
 
 
 

  

《利用者の声》 

・一般の車両が駐車していて

利用できないことがあるの

で、マナーを守って利用して

ほしいです。 
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■車いす使用者用駐車施設の標識の例        ■駐車場の案内標識の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



119 

 

(10)エスカレーター（規則別表 2 1 建築物の表９の項） 

エスカレーターは大量に人が垂直移動するのに有効な手段であり、特に高齢者や歩行困難者にとっては便
利な設備である。しかし、転倒時等には大きな事故となる危険もあるため、誰でも安全に利用できるように
配慮が必要である。 

整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 
 

 
多数の者が利用し、又は主に障

がい者、高齢者等が利用するエスカ
レーターを設ける場合には、次の構
造とする。 

  

乗降口での手すりの
設置 

 ア 乗降口部分の移動手すりは水
平部分を 120cm 以上とし、こ
れと連続する固定手すりを設け
ること。 

歩行困難者の場合、移動
手すりの動きに足がついて
いけずに転倒することがあ
るので、乗降口には移動手
すりの先端から⾧さ 100cm
以上の固定手すりを移動手
すりに連続して設ける。 

固定手すりの高さは、80
～110cｍで、ハンドレール
の高さに合わせる。 

固定手すりの取り付け位置
については、移動手すりとの
間が狭いと、人や物が巻き込
まれる危険性があるため、十
分に検討すること。 

・乗降口に隣接したステッ
プの水平部分は、3 枚以上
とする。 

 

表面の仕上げ  イ 踏み段及びくし板の表面は粗
面とし、又は滑りにくい材料で
仕上げること。 

  
 

 

縁の表示  ウ 踏み段の端部とその周囲の部
分との色の明度の差を大きくす
る等、段を容易に識別できるも
のとすること。 

 ・縁の色は黄色系でわか 
りやすく表示する。 

視覚障害者誘導用ブ
ロックの敷設 

エ 不特定多数の者が利用し、
又は主に視覚障がい者が利用
するエスカレーターには、乗
降口に視覚障害者誘導用ブロ
ックを敷設し、かつ、アの固
定手すりに誘導等のための点
字表示を行うこと。 

点状ブロックにより、エ
スカレーターの存在を警告
する。 

点字により、エスカレー
ターの昇降方向を表示する
必要がある。 
 

 

その他   乗降口の足元に照明を配
置する等、乗り口、降り口
をわかりやすくする。 
 エスカレーターの付近で
は、エスカレーターがある
ことを案内表示する。 

・ステップの幅は 100cm 程
度とする。 

・ 常段差までのステップ
は 5 枚程度とする。 

・昇り下り両方向のエスカ
レーターを設置する。 
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■エスカレーターの整備 
■エスカレーターの整備例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ステップ部の縁取りの例 
 
 
                        ■エスカレーターの案内表示     

日本産業規格 JIS Z 8210） 
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(11)洗面所（規則別表 2 1 築物の表 10 の項） 

洗面所は、手を洗うだけでなく、身つくろいもするところであり、車いす使用者だけでなく、誰でも気軽
に利用できるよう配慮する必要がある。 

整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 
 

 
多数の者が利用し、又は主に障が

い者、高齢者等が利用する洗面所
（客室に設けるものを除く。）を設
ける場合には、そのうち 1 以上を次
の構造とする。 

  

床面の構造 ア 段を設けないこと。 
イ 床面は、粗面とし、又はぬれて

も滑りにくい材料で仕上げるこ
と。 

 ・車いす使用者が円滑に利
用できる空間を確保する
こと。 

洗面器の高さ ウ 車いす使用者が円滑に利用でき
る高さの洗面器及び鏡を 1 以上設
けること。 

 高さは 75cm 程度とす
る。 

 

・鏡は洗面器にできる限り近
い位置を下端とし、上端は
洗面器から 100cm 以上の
高さとする。 

・洗面器の下部に高さ 
65cm、奥行き 55cm 程度 
の空間を設ける。 
 

水栓器具の配慮 エ 男女の別があるときはそれぞれ
洗面器の 1 以上には、両側手すり
を設け、かつ、障がい者、高齢者
等が容易に操作できる水栓器具を 1
以上設けること。 

手すりは両側手すりとす
る。 

水栓器具は、レバー式、
光感知式等操作の容易なも
のとする。 

ウとエは、必ずしも同じ
場所でなくともよい。 

洗面器の手すりと便房の
手すりは、洗面器と便房が
隣り合い、かつ、適度な距
離が確保されている場合に
兼用することも可とする。 

 

その他    ・コンセント等の位置は、車
いす使用者等の利用に配慮
する。 

・洗面器は、車いすから便器
へ前方・側方から移乗する
際に支障とならない位置、
形状のものとする。 

・便座に腰掛けた状態で手 
を洗いたい場合もあるた 
め、便座から手が届く位置 
に小型手洗い器を設ける。 
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■洗面所の整備例 
■手すりを設置した洗面器の例        ■車いす使用者が利用しやすい洗面化粧台の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■水洗器具の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

●
洗

面
器
上
上
端

7
5
㎝
程
度
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(12)浴室、シャワー室、脱衣室及び更衣室（以下「浴室等」という。）（規則別表２ 

１ 建築物の表１１の項） 
浴室は、障がい者、高齢者等にとって特に転倒の危険性が高い場所であるため、安全かつ円滑に利用でき

るように整備する必要がある 。 
整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 

  病院、ホテル等、老人ホーム・身
体障がい者ホーム等、老人福祉セン
ター等、運動施設、宿泊施設に多数
の者が利用し、又は主に障がい者、
高齢者等が利用する浴室等（客室に
設けるものを除く。)を設ける場合
には、そのうち 1 以上（男子用及び
女子用の区別があるときは、それぞ
れ 1 以上）を次の構造とする。 

  

床面の形状、仕上げ ア 室内には、構造上やむを得ない
場合を除き、階段又は段を設けな
いこと。 

イ 床面は、粗面とし、又はぬれて
も滑りにくい材料で仕上げるこ
と。 

  

手すりの設置 ウ 必要に応じ、手すりを設けるこ
と。 

水平及び垂直に取り付け
る。 

「必要に応じ」とは、以下
を目的とする場合である。 

・出入口から洗い場まで 
誘導するため 

 ・シャワー使用中の身体 
を支えるため 

 ・浴槽への移乗台付近の 
出入りのため 

 ・浴槽での立ち座りのた 
  め 

 

室内の空間 エ 車いす使用者が円滑に利用でき
るよう十分な空間が確保されてい
ること。 

洗い場・浴槽までの通路
及び洗い場には、直径
150cm 以上の円が内接で
きるスペースを設ける。 

出入口付近には、方向転
回できる 140cm 角以上の
水平なスペースを設ける。 

 

浴槽の高さ オ 浴槽は、縁の高さ等を障がい
者、高齢者等の安全な利用に配慮
したものとすること。 

安全な利用に配慮した縁
の高さを、50cm 以下とす
る。 

 

いす等の設置 カ 浴室及びシャワー室にいすを設
けること。 

いすは、身体を洗う際に
座位安定のため使用する。 

 

水栓器具 キ 浴室及びシャワー室には、障が
い者、高齢者等が容易に操作でき
る水栓器具を 1 以上設けること。 

水栓はレバータイプが使
いやすい。 
 

・冷温水の区分は点字でも表示
する。 

・シャワーはハンドシャワーと
し、シャワーヘッド掛けを上
下 2 ヵ所に設けるか、可動式
とする。 

・安全のためやけど防止機 
能付き、あるいはサーモス 
タット制御のバルブがある 
こと。 
 
 



124 

 

整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 
脱衣ベンチの設置 ク 脱衣室及び更衣室には、車いす使

用者が円滑に利用できる高さの脱衣
用ベンチを 1 以上設けること。 

脱衣ベンチとは、アクセ
シブルなベンチやベッドを
指す。 

・脱衣ベンチの高さは、車いす
の座面と同程度の、床面から
の高さ 40～45cm 程度と
し、移乗台と連続して設置す
る。 

その他   ・更衣室は、男女別ともに 
異性による介助が可能な共 
用更衣室を設ける。 

・男女それぞれの更衣室に、多
機能便所を用意する。 

・非常用ボタンを設置し、点
字表示を併用する。 

・ロッカーの高さは、車いす
使用者に配慮し、下部には
車いすのフットサポートが
入るスペースを確保する。 

・脱衣ロッカーは、補装具(義
手・義足・杖など)を入れる
ため、大きめのものを設け
る。 

 
 
■浴室等の整備 
■貸切浴室の整備例 
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■車いす使用者用シャワー室の整備例 

 

 

 

 

 

 

 

 

■シャワー室、更衣室の例（公衆浴場、宿泊機能を有する建築物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ■脱衣室、更衣室の洗面台            
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(13)客室（規則別表２ １ 建築物の表１２の項） 

宿泊機能をもつ施設においては、車いす使用者等の利用に配慮する。 
整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 

(1)客室の構造 (1) 宿泊施設（床面積の合計が
2,000 ㎡未満のものを除く。）で
あって、客室の総数が 50 室以上
のものに設ける客室のうち、当該
客室の総数に100分の１を乗じて
得た数（その数に１未満の端数が
あるときは、その端数を切り上げ
た数）以上は、次に掲げるもので
なければならない。 

  

室内の空間 ア 車いす使用者が円滑に利用
できるよう十分な空間が確保
され、かつ、ベッド、手すり
等が適切に配置されているこ
と。 

客室内に直径 150cm 以上
の円が内接できるスペース又
は 140cm 以上×140cm 以上
のスペースを１以上設ける。 

・ベッドの高さは、車いす使
用者にも使いやすい 45～
50cm 程度とする。 

・ベッド片側の通路は最 
低 80cm 確保する。 

 
・床は滑りにくい仕上げと

し、毛足の⾧いじゅうた
んなどは避ける。 

出入口の構造 イ 出入口の幅は、内のりを
80cm 以上とすること。 

ウ 戸は障がい者、高齢者等が
容易に開閉して通過できる構
造とし、かつ、その前後に高
低差がないこと。 

  ・出入口の幅は、85cm 以上
とする。 

・高齢者や視覚障がい者が 
カードキーを円滑に利用す 
るため、フロントでの使用 
方法の説明等に加え、開 
錠・施錠が音等でわかる等 
の工夫をする。 

スイッチ類 エ スイッチ類は、車いす使用
者が円滑に利用できる構造と
すること。 

車いす使用者が手の届く位
置に設置すること。 

 
通常のコンセント類は、床

面から 40cm 程度、ベッド周
辺のスイッチ、コンセント類
は 80～90cm 程度、インター
ホン、モニターは 110cm 程
度とする。 
 

・照明はベッド上からでも操
作できるよう配慮する。 

・スタンド/ランプのスイッチ 
はわかりやすい場所にあ 
り、細かい指の動きに支障 
があるなど巧緻障害のある 
人でも操作できる構造・作 
りであるとともに、操作方 
法やオン・オフの状態もわ 
かりやすいものとする。 

便所の構造 オ 便所はｐ94（「8 便所」）
(1)ウ及びエ、(2)アからキま
でに定めるものとすること。 

洗面器の手すりと便房の手
すりは、隣り合う場合に兼用
することも可とする。 

 

洗面所の構造 カ 洗面所は、ｐ102（「１１ 
洗面所」）アからエまでに定
めるものとすること。 

水栓器具はシングルレバー 
方式等、湯水の混合操作が容
易なものとする。 

吐水口の位置は、洗面器の 
手前縁から 30cm 以内とす
る。 
 

・鏡は洗面器上端部にできる 
だけ近い位置を下端とし、 
上端は洗面器から 100cm 
以上の高さとする。 

・洗面器の下部に高さ 65cm 
程度の空間を設ける。 

 
浴室の構造 キ 浴室等は、次に掲げるもの

であること。 
(ア)ｐ104（「１２ 浴室

等」）イからクまでに定め
るものとすること。 

(イ)段を設けないこと。 
 

 ・車いす使用者用浴室で 
は、浴槽深さ 50cm 程度 
とし、浴槽内での立ち座 
りのための手すりを設け 
る。 
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整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 
 (ウ)施設を管理する者又はその

従業員に通じる非常用の呼出
装置を設けること。 

  

聴覚障がい者及び視
覚障がい者への配慮 

ク ファクス、点字付き電話機
その他聴覚障がい者及び視覚
障がい者が円滑に利用できる
よう配慮した設備を設けるこ
と。 

電話機はベッドから手の届
く位置に設置する。 

聴覚障がい者への配慮とし
て、非常時連絡用のフラッシュ
ライトなど聴覚障がい者用屋内
信号装置、点滅灯・音量増幅装
置付き電話機を設置する。 

室名表示は、文字の浮き彫
りとするか点字を併記する
等、視覚障がい者等の利用に
配慮する。 

 

 

 ケ 聴覚障がい者に配慮した非
常警報装置を設けること。 

 ・便房の戸に、ドアノックセ 
ンサーを設ける。 

(2)客室の位置 (2)  (1)の客室は、非常時に避難し
やすい場所に設けること。 
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■車いす使用者用客室の整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■室名表示の例               
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■洗面器等の例                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■車いす使用者用浴室の例 
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(14)観覧席及び客席（以下「観覧席等」という。）（規則別表２ １ 建築物の

表１３の項） 
出入口から容易に到達でき、かつ、観覧しやすい位置に車いす使用者が利用できる観覧スペースを確保す

る必要がある。 
整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 

(1)車いす使用者用
席の設置 

(1)  劇場・観覧場・映画館等、集
会場・公会堂等、運動施設に多数
の者が利用し、又は主に障がい
者、高齢者等が利用する観覧席等
を設ける場合には、そのうち 2 以
上（観覧席等の総数が 200 を超え
る場合は、総数の 1/100 以上）
を、車いす使用者用の区画（車い
す使用者用席）とすること。  

 ・同伴者（介助者、家族、 
友人等）用の席は、車いす 
使用者用客席・観覧席に隣 
接して設ける。 

(2)車いす使用車用
席の構造 

(2) 車いす使用者用席は、次の構造
とすること。 

  

 ア 床は水平とすること。 
イ 幅は 90cm 以上、奥行きは

120cm 以上とすること。 

 奥行き 120cm とは、電
動車いすが収まる寸法であ
る。 
 

・リクライニング式の車いす 
等の使用者に対応するため、 
奥行 140cm 以上とする。 

・車いす使用者用席の前面に
は、転落防止用の立ち上がり
やストッパーなどを設ける。 

(3)車いす使用車用
席までの通路の
構造 

(3) 観覧席等のある室の出入口（利
用円滑化経路を構成するもの）か
ら車いす使用者用席までの通路
は、次の構造とすること。 

 ・客席・観覧席の通路から舞台
への通路には段を設けない。 

・通用口や劇場内の通路等から
楽屋・控室、舞台等に至る経
路は、高齢者、障がい者等の
円滑な移動等に配慮したもの
とする。 

通路の幅  ア 幅は、内のりを 140cm 以上と
すること。 

幅 140cm とは、車いす
が方向転換できる寸法であ
る。 

 

表面の仕上げ  イ 表面は、粗面とし、又は滑り
にくい材料で仕上げること。 

  

階段等の制限  ウ 階段又は段を設けないこと。   
傾斜路の構造  エ 傾斜路を設ける場合は、ｐ86

（「５傾斜路」）の(D 力及び
キ、(2)イ及びウに定めるものと
すること。 

  

(4)聴覚障がい者へ
の配慮 

(4) (1)の施設に不特定多数の者が
利用する観覧席等を設ける場合に
は、補聴装置を 1 以上設け、補聴
装置が設けられている旨を見やす
い方法により表示すること。 

聴覚障がい者が利用でき
るヒアリングループ（磁気
ループ）システム、FM 補
聴装置（無線式）、赤外線
補聴システム等の集団補聴
装置を設ける。 

・舞台等に字幕を表示する設 
備を設ける。（例:電光掲示 
板、プロジェクターでスクリ 
ーン等に投影、前席背面の小 
型液晶画面設備 等） 
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■観覧室等の整備 
■観覧室等の整備例 
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常 
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常 
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常 

●

常 
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■補聴設備 
■聴覚障がい者用磁気ループの例 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
■赤外線システムの例 
 
 
 
 
  

磁器ループアンテナを床面に敷設（設置場所の状況に応じて敷設部分を覆う）し、そのエリア内において、
磁器ループから発生する電磁波を、聴覚障がい者が装着している補聴器の誘導コイルで受信させることによ
り、劇場・公会堂などの観覧席で会場内の騒音に影響されずに必要な音声だけを聞き取ることができる。 

対象エリアに赤外線送出機を設置し、聴覚障が
い者が装着した受信機に信号を受信させること
により、会場内の騒音に影響されずに必要な音
声だけを直接聞き取ることができる。専用受信
機は、ヘッドホンまたは補聴器と組み合わせて
使用することができる。 

 



133 

 

(15)緊急避難設備 

避難にかかわる設備については、機能や構造の面で配慮するとともに、避難経路は明確で最短の経路とす
ることが重要である。 

整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 
緊急避難設備の構造 宿泊施設（床面積の合計が

3,000 ㎡未満のものを除く。）並
びに老人ホーム・保育所等及び老
人福祉センター・身体障害者福祉
ホーム等に設ける緊急避難設備
は、次の構造とする。 

 ・緊急避難設備ではない 
公共的施設でも、非常警 
報装置は、光、文字、音 
声等の設備を併設し、火 
災報知と連動したものと 
する。 

非常警報装置  ア 非常警報装置は、光、文字、
音声等の設備を併設し、火災報
知と連動したものとすること。 

事態の状況を文字により 
知らせる文字表示装置を設
置する。 

 

  イ ー斉放送できる設備を設ける
こと。 

  

その他    ・非常口には段を設けない。 
・防火扉は開閉が容易なもの

とする。 
    ・避難路には点滅誘導灯と誘

導音響装置が一体となった
誘導灯を設置する。 

・非常時における避難、誘 
導案内などの説明は、視覚 
障がい者に配慮して点字や 
音声などによる案内を備え 
つける。 
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■緊急避難設備の整備 
■点滅式誘導音付加誘導灯の例        ■点滅型誘導灯（天井直付型）の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■非常口の例 
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(16)造作・機器 
(16)-1 公衆電話（規則別表２ １ 建築物の表１４の項） 

公衆電話を設置する場合は、車いす使用者等が円滑に利用できるように台の高さ、スペースに配慮すると
ともに、聴覚障がい者のための音量増幅装置付電話機や公衆ファクスを設けるなど、障がい者、高齢者等の
利用に配慮する。 

整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 
 公衆電話を設ける場合には、そのう

ち 1 以上を次の構造とする。 
  

出入口の確保 ア 出入口を設ける場合には、幅は内
のりを 80cm 以上とすること。 

内のり 80cm は、車いすが
通過できる寸法である。 

 

戸の仕様 イ 出入口に戸を設ける場合は、車い
す使用者が容易に開閉して通過でき
る構造とすること。 

  

段差の解消 ウ 出入口を設ける場合には、階段又
は段を設けないこと。 

  

車いす使用者への配
慮 

エ 電話台は、車いす使用者が円滑に
利用できる高さとし、その下部に十
分な空間を確保すること。 

車いす使用者が利用する電
話台の高さは下端:60～65cm
程度、上端:70cm 程度、奥行
き 45cm 程度とし、下部には
車いすのフットサポートが入
るようにスペースを設ける。 

車いす使用者が硬貨投入口
に手が届き、楽な姿勢で操作
できるように、受話器及び電
話ダイヤル又はプッシュボタ
ンの中心位置の高さを 90～
100cm 程度とする。 

・車いすでアクセスで 
きる公衆電話の位置 
を、国際的に認められ 
ているシンボルで明確 
に示す。 

聴覚障がい者、視覚
障がい者への配慮 

オ 難聴者及び視覚障がい者が円滑に
利用できる電話機を設けること。 

 ・金銭投入口等は、点字
表示を設ける。 

その他   ・杖使用者などの利用を
考慮し、身体を支える
手すり又は壁面を電話
台の両側に設置する。 
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■公衆電話所の整備 
■電話台の設置例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■電話台等の基本寸法例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■電話の仕様例 
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(16)-2 カウンター及び記載台（規則別表２ １ 建築物の表１５の項） 

カウンター、記載台を設置する場合は、車いす使用者が円滑に利用できるように高さ、下部の空間など、
障がい者、高齢者等の利用に配慮する。 

整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 
カウンター等の構造 カウンター及び記載台を設ける場

合は、そのうち 1 以上は、車いす使
用者が円滑に利用できる高さとし、
その下部に十分な空間を確保する。 

カウンターは、受付、窓口
などで物品の受け渡し、筆
記、対話等に使用する台を指
し、立位で使用するハイカウ
ンターと、高齢者、障がい者
等が利用するローカウンター
がある。 

ハイカウンターは、高齢者
や障がい者等が使用しやすい
形状や設置位置とする。 

ローカウンターは、下端高
さは 65～70cm 程度、上端の
高さは 70～75cm 程度、奥行
き 45cm 以上とし、下部には
車いすのフットサポートが入
るようにスペースを設ける。 
 

 
 
 
 
 
 
 
・立位で使用するハイカウン

ターは、身体の支えとなる
ように台を固定する。 

・ハイカウンターは、杖や傘
を立てかけることができる
くぼみ、又は杖ホルダー等
の備品を設ける。 

・車いす使用者が近接でき 
るように、受付力ウンター 
等の前面に車いす使用者が 
回転できるスペース（直径 
150cm 程度）を確保す 
る。 
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■カウンター及び記載台の基本寸法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■改善例 
 
 
 
 
 
 
 
 
■設計例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

● 

● 

● 
● 
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(16)-3 案内表示（規則別表２ １ 建築物の表１６の項） 

障がい者や高齢者が目的の場所に到達できるように、特性に応じた表示・誘導を適切に行う。 
整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 

(1)案内表示の構造 (1) 施設の案内を行う案内表示を設
ける場合は、次の構造とする。  

  

障がい者、高齢者等
への配慮 

 ア 高さ及び文字の大きさ等表示
内容に配慮し、障がい者、高齢
者等が円滑に利用できるものと
すること。 

エレベーターその他の昇
降機、便所又は駐車施設の
付近には、それぞれ、当該
エレベーターその他の昇降
機、便所又は駐車施設があ
ることを表示する表示板
（標識）を設ける。 
 建築物又はその敷地に 
は、建築物又はその敷地内 
のエレベーターその他の昇
降機、便所又は駐車施設の
配置を表示した案内板その
他の設備を設ける。 

・玄関付近には、見やすい位
置に案内板を設置する。 

・案内板等は、各フロアに設
けること。 

・車いす使用者に配慮し、案 
内表示板の高さは 100～ 
150cm 程度とし、車いす使 
用者用便房や、車いす使用者 
用席の位置等の表示は「国際 
シンボルマーク」を併用す
るとともに、出入口付近の
分かりやすい場所及び要所
に設置する。 

・弱視者、高齢者等に配慮し、 
大きく太い書体や分かりやす 
いデザインとし、地板の色と 
のコントラストをつけるなど 
識別しやすいものとする。 

・掲出高さは、視点からの見上
げ角度が小さく、かつ目線の
低い車いす使用者にも見やす
い高さとする。 

 
視覚障がい者への配
慮 

イ 必要に応じ、点字表示又は音
声案内等、視覚障がい者を案内
する装置を設けること。 

 案内する装置には、触知
図等がある。 
（「触知図」とは、表面に

凹凸があり、視覚障害者が
指先で触れて形などを確か
めることのできる図のこ
と） 

・宿泊施設の主な部屋の出
入口には、廊下の手すり及
び戸の取っ手側壁面の高さ
140cm 程度の位置に、室
名などを点字で表示する。 

・駅や庁舎など主要な施設
の出入口に音声案内を設置
する。 

・掲出高さは、弱視者が接近
して読むことができる位
置、見やすい高さとする。 

案内記号  ウ 案内用図記号を使用する場合
は、できる限り日本産業規格の
標準案内用図記号を使用するこ
と。 

  

設置位置  エ 敷地内の通路に設ける場合に
は、積雪等に配慮した高さとす
ること。 

  

(2)視覚障がい者、
聴覚障がい者へ
の配慮 

(2)  利用者に対する呼出しを行う案
内設備を設ける場合には、音声及
び文字により呼出しを行うものと
する。 
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■案内用図記号 
■JIS Z 8210（2002）案内用図記号 
・案内 Information    ・スロープ Slope 
 

 

 

 

 

 

Stairs      

       Calm down, cool down 

 

 

 

 

 

 

Prams/Strollers 

 

 

 

 

 
 
■電光表示による呼出しカウンターの例    ■音声付き触知図案内板 
 
 
 
 
 
 
 
  

《利用者の声》 

・音声案内は、外国語も対応できる 

ようにすると良いと思います。 

《利用者の声》 

・触知図は、設置場所と表示内容を分かり 

やすくしてほしいです。また、表示面は角 

度をつけると使いやすいです。 

・弱視者の方が認識できるよう、文字の大き

さ、コントラストに配慮してほしいです。 
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(16)-4 改札口及びレジ通路（規則別表２ １ 建築物の表１７の項） 

車いす使用者が支障なく通過でき、視覚障がい者が円滑に利用できる構造とする。 
整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 

 改札口及びレジ通路を設ける場合
には、そのうち 1 以上を次の構造と
する。 

物販店舗の売場の通路及
びレジ前の通路もこれに準
じる。 

 

幅の確保 ア 幅は、内のりを 90cm 以上と
すること。 

内のり 90cm は、車いす
が通過しやすい寸法であ
る。 

ただし、主要な経路上の
通路では商品棚間の有効幅
員は 120cm とする。 

 

段差の解消 イ 段を設けないこと。   
床面の仕上げ ウ 床面は、粗面とし、又は滑り

にくい材料で仕上げること。 
  

視覚障害者誘導用ブロ
ックの敷設 

エ 必要に応じ、視覚障害者誘導
用ブロックを敷設すること。 

  

その他   売場の通路の棚につい
て、上の段などが分かり
やすく、陳列したものに
手が届きやすい高さを確
保する。 

 
■改札口等の整備 
■自動改札の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■有人改札の例 
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■物販店舗の売場通路の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■物販店舗のレジ前の通路の例 
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(16)-5 券売機、自動販売機及び現金自動預入・支払機（以下、「券売機等」という。） 
        （規則別表２ １ 建築物の表１８の項） 

車いす使用者や視覚障がい者等が円滑に利用できる構造とする。 
整備項目 整備基準 解  説 望ましい整備 

(1)券売機等の構造 (1) 売機等を設ける場合には、その
うち 1 以上を次の構造とする。  

 ジュース等飲料自動販売機
も対象とする。 

 

設置場所  ア 障がい者、高齢者等が利用し
やすい位置に設けること。 

点字表示された機種は改札口
にできるだけ近い位置に設け、
他の利用者との導線が交差しな
いようにする。 

自動販売機スペースの通路
は、車いす使用者の通行に配慮
した幅とする。 

 

車いす使用者への配
慮 

イ 車いす使用者が円滑に利用
できる高さとし、その下部に
十分な空間を確保すること。 

 ただし、券売機等の構造上、
空間の確保が困難なものにあ
っては、この限りではない。 

 車いす使用者が利用する金銭
投入口、運賃ボタン、キップ出
入口等の高さは 130cm 以下と
し、車いすが接近しやすいよう
にカウンター下部にスペースを
設ける。 

 

券売機等の操作  ウ 操作ボタン、金銭投入口、金
銭取出口等は、障がい者、高齢
者等が円滑に利用できる構造と
すること。 

飲料等の自動販売機では、
車いす使用者が使いやすい高
さにボタン、紙幣投入口、コ
イン投入口、おつり返却口を
設ける。 

・金銭投入口は、高さ 100～
120cm 程度とする。 

・視覚障がい者が利用しや
すいように金銭投入口、運
賃ボタン等を点字で表示
し、音声案内装置を併設す
る。 

    ・料金等を点字表示する。 
・現金自動預入・支払機等

の操作部は、視覚障がい者
の利用に配慮し、タッチ式
以外のものとする。 

(2)視覚障がい者へ
の配慮 

(2) 視覚障がい者が円滑に利用でき
る措置を講じた券売機等を設ける
場合には、視覚障害者誘導用ブロ
ックを敷設すること。 

 視覚障害者誘導用ブロック
と券売機力ウンターの間隔は
30cm 程度とする。 

 

 
■券売機等の参考例 
■券売機の設置例 
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■券売機                         ■券売機への誘導 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■発券機の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■自動販売機の例 
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■ATM の例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 


